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第２章 空調工事 
 

１．空調機器まわりの施工 
 

１）ボイラーおよび煙道 

ａ．ボイラーまわりの施工 

（1）ボイラーまわりの施工に関しては、取扱者の安全、保守管理、火災予防などの見地より、

関連法規ならびにボイラーメーカーの技術資料を参照して慎重に行う。 

（2）ボイラーは 2箇所以上の出入口を設けた障壁で区画された部屋に設置し、障壁より最低 

0．45m以上離し、周囲には保守点検を考慮したスペースを設ける。 

（3）ボイラー最高部より天井までの距離を原則 1．2m以上確保する。 
 

表2-1-1 ボイラーの届出 

届出名称 提出先 提出時期 届出添付図面，書類 

ボイラー設置届 労働基準監督署長 着工30日前 

ボイラー明細書（構造検査済書），案内図，

ボイラー室配置図，系統図，配管図，煙突

詳細図，基礎図，使用機器図，計装図 

ボイラー構造検査申請書 労働基準局長 

設置届出受理後 

（検査予定 

30日前） 

委任状，ボイラー明細書，水圧証明書，案

内図，配管系統図，ボイラー断面詳細図，

溶接明細図 

ボイラー落成検査申請書 労働基準監督署長 

設置届出受理後 

（検査予定 

20日前） 

 

ボイラー取扱主任者選任 

報告書 
労働基準監督署長 （落成検査申請時） 

 

小型ボイラー設置報告書 労働基準監督署長 設置時 
小型ボイラー明細書，その他添付図面はボ

イラー設置届に準ずる 

ボイラー設置届出書 消防署長 着工7日前 
小型ボイラー明細書，その他添付図面はボ

イラー設置届に準ずる 

注 1）ボイラー届出に関する不明な点は，ボイラー製造メーカーに確認する． 

2）燃料の貯蔵量，使用量により消防法（危険物）の通用を受ける． 

 

 

ｂ．煙道の施工 

（1）煙道は排気ガスに対して、十分な強度・耐食性をもつ材質により製作する。 

（2）鋼板製 3．2t以上、もしくはステンレス製 2．0t以上とする。 

（3）排気ガス内の結露内の漏水および排気ガス漏れがないよう気密をもたせる。 

（4）また、煙道の熟による伸縮を吸収するために、伸縮継手を使用する。 

（5）保守点検のために、必要箇所にマンホール、ばい煙濃度測定口（100φ）を設ける。 

（6）必要によりばい煙濃度計取付け座を設ける。 

（7）煙突の通風力が強い場合は、末端にドラフトレギュレータを設け、ボイラーの不着火を

防止する。 
 



２）冷凍機まわりの施工 

（1）冷凍機まわりの配管施工は、チューブの引抜きや清掃および点検時に支障がないよう、

保守スペースを考慮し施工する。さらに、接続配管は容易に取り外せるようフランジ接続

などとする。遠心冷凍機などでは、電動機のオーバホール時のために、電動機上部に揚重

スペースや揚重手段を考慮して納める。 

（2）チューブ洗浄用のタッピングや水抜き水張りが容易なように、周囲に排水側溝や空気抜

き、水抜きバルブを設ける。周囲のメンテナンススペースについては、メーカー資料を参

考に確保する。 

（3）容積式冷凍機は、高圧冷媒を使用しているため、高圧ガス取締法で定める法定トン数以

上のものについては、設置の届出あるいは許可を必要とする。さらに法で定める周囲点検

用スペースや取扱主任者が必要となる。 

（4）高圧ガス取締法の対象となる場合はボイラー（火を使用する設備）との離隔についても

法規制がある。関連法規については、製造メーカーに確認を行う。 
 

３）冷却塔まわりの施工 

（1）冷却塔の設置に関しては、設置位置に対する配慮が必要となる。レジオネラ症（厚生労

働省）防止のため外気取入れ口、居室の窓、通路より 10m 以上離す必要がある。冬期使

用の場合は、白煙にも考慮する。 

（2）開放式冷却塔まわりの施工にて注意を要する点は、冷却塔内部の水位とポンプ有効吸込

み揚程の関係である。 

（3）ポンプ吸込み側に抵抗の大きなストレーナや制御弁を設けるとキャビテーションを発生

し、ポンプ能力が不足する場合がある。また、ポンプ停止時の冷却水の逆流への配慮もす

る。 

（4）冷却塔を連結型とした場合、吸込み抵抗の差より各水槽の水位差が生じる。水位差を軽

減するために、連通管を設ける場合がある。 

（5）冷却塔本体の防振や配管の加重・振動に対し、防振継手にて縁を切る。 

（6）凍結防止電気ヒータを使用する場合は、複数の安全装置を設け、焼損事故を防止する。 
 

４）ポンプまわりの施工 

ポンプまわりの配管施工において、考慮すべきこととしてキャビテーション、水撃現象、サー

ジングの問題がある。 

ａ．キャビテーション 

防止策としては、ポンプ有効吸込み揚程 NPSH を吸込み側抵抗以上としなければならな

い。水撃現象は、防止策としては、配管の固定、大型ポンプではスロースタート起動とし

急激な速度変化をなくす。また逆止弁は衝撃吸収型を採用する。 

ｂ．サージング 

防止策としては、ポンプにバイパス配管を設けて最低流量を確保するか、インバータによ

りポンプモータの回転を下げる。ただし、インバータでモータ回転数を下げるとモータの

冷却能力が下がり、モータが加熱損傷する場合がある。したがって、インバータを使用す

る場合は、ポンプ製造メーカーに下限回転数を確認する。 



 

 

図 2-1-1 冷却塔まわり接続例 
 

５）空調機まわりの施工 

（1）空調機まわりの施工において考慮すべき点は、各種メンテナンススペースの確保。 

（2）フィルタ交換、送風機のシャフト引抜きやコイル交換時のスペースの確保も必要である。 

（3）ダクト・配管系では、空調機の振動・絶縁のために防振継手で接続し、コイル交換時を

考慮したフランジを設ける。コイルには、洗浄用のタッビング、空気抜き、水抜き配管の

設置が必要となる。 

（4）また能力確認のために、送り・返り管に温度計、圧力計、必要により流量計を取り付け

る。 

（5）空調機の基礎（架台）高さは、ドレン配管の水封により決まることに注意を要す。水封

が不十分であると、ドレンが排出されずに空調機から漏水したり、ドレンパンに常時水が

たまり腐食の原因となる。 

下図のように、水封高さを考慮し空調機の基礎高さを決定する。 
 

 

図 2-1-2 空調機ドレン水封の考え方 
 

６）パッケージ型空調機の施工 



（1）室内機に関しては、空調機に対する配慮と同じく、フィルタの引き抜きスペースの確保

や付属機器のメンテナンススペースの考慮が必要である。 

（2）水封に対する考え方も空調機と同様であるが、機種によりドレンパン部が負圧の場合と

正圧の場合がある。正圧で微圧のときは、水封を設けない場合があるが、負圧のときはド

レンパンがあふれる場合があるので注意する。 

（3）ドレンアップメカは、試運転時にドレンアップが確実に作動し、漏水が発生しないこと

を確認する。 
 

７）ビルマルチの施工 

（1）ビルマルチの室内機の施工に関しての注意点は、パッケージ型空調機と同様である。 

（2）ビルマルチにてよく起こる問題は、多くの室外機が設置され、室外機まわりに十分なス

ペースが確保されず室外機の給排気が互いに干渉し能力が低下する。 

（3）室外機の設置間隔や周囲の設置状況により、給排気フードを設置したり噴霧装置により

夏期の高圧カットを防止する場合がある。事前に、メーカーと設置状況をよく打ち合わせ

る。 
 

８）ファンコイルユニットの施工 

（1）ファンコイルユニットは、構造が簡単なためパッケージ型空調機に比べトラブルは少な

い。 

（2）トラブルの多くは、ドレンの漏水と配管の腐食による漏水である。 

（3）ドレンの排水は、ファンコイル本体を水平に保つことと、ドレン配管のこう配を正規に

確保する。 

（4）パッケージ型空調機と異なり、ドレンパンが大気開放となっているため、水封は設けな

い。 

（5）カセット型はドレン排出口の天井画からの高さが低く、こう配がとりきれないことがあ

るため、特に注意する。 

（6）ドレンこう配がとれない場合、パッケージ型空調機と同じくドレンアップ機を使用する

場合もある。 

（7）配管の腐食に関しては、冷温水配管のフアンコイルとの接続部での結露に起因する場合

が多い。これは一般的に保温材として使用されるグラスウール保温筒が結露により漏れ、

鋼管の腐食を促進させるためである。 

（8）構造的に接続部での結露を防止することは困難なため、端部での結露により保温筒がぬ

れることを防止することが重要である。（図 2-1-3） 

（9）ドレンパン内の残留水は、ドレンパン腐食の原因となる。必ずドレンパン直近でドレン

管は立ち下げる。 

（10）接続部周辺の配管ねじ部の防食処置（さび止め塗装）も入念に行う。 
 

 

 

 



 

 

図 2-1-3 ファンコイル接続例 
 

 

９）送風機の施工 

（1）空調設備にて多用されるシロッコ型ファンの吐出し方向は、上部水平・垂直、下部水平

の左右 6系統ある。 

（2）送風機まわりの施工においては、吐出し風速が大きいため、ファンまわりの気流を無理

なく搬送ダクトに導くことが重要である。ファン直近での急拡大や曲りは騒音・振動の発

生原因となるばかりか、送風機吐出し動圧をむだに消費することにもなる。 

（3）また、大型ファンはサクション側に軸受けをもつため、サクション・チャンバに軸受け・

シャフト交換作業に必要な点検口を設ける。 

（4）送風機に接続するダクトには、フアン振動・ダクト重量の縁切り、保守時の切離しを容

易にする目的でキャンバス継手を設ける。 
 

１０）全熱交換器まわりの施工 

（1）全仝熱交換器のエレメントは、吸湿性をもった難然紙やアルミニウムシートなどで構成

されている。 

（2）ごみによる目詰まりのほかに、多湿時の潮解現象に注意する必要がある。外気がらりか

らの雨水や雪の浸入、寒冷地では低温外気による結露や凍結に注意する。特に寒冷地では、

耐湿型のエレメントの採用や結露対策のドレンパンを設け、必要により予熱ヒータを設置

する。 

（3）換気ファンの接続で考慮すべきことは、リークを少なくするために給気・排気側にて静

圧をほぼ合わせる。 

（4）極端に静圧が異なると、リークにより有効換気量が低減したり、静止型の場合はエレメ

ントを破壊することがある。エレメントは消耗品であるため静止型、回転型ともエレメン

ト交換スペースを考慮しなければならない。必要スペースは、メーカー資料を参考に決定

する。 
 

１１）熱交換器まわりの施工 

（1）多管式熱交換器の施工の場合は、保守点検として氷室部の清掃、チューブ引抜きスペー

スを考慮する。 



（2）法規にて定める圧力容器となる場合は、周囲点検スペースが規制されているので注意す

る。 

（3）また、チューブは薬品洗浄を行う場合があるため、水配管側に空気抜き・水抜きを兼用

したバルブを設ける。 

（4）プレート式熱交換器は、メンテナンス時にプレートをセクションごとに取り外す必要が

あり、点検スペースは背面となる。 

（5）冷水仕様の場合は、プレート式熱交換器本体が結露を起こす。断熱による結露防止は困

難なため、結露が予測される場合はドレンパンを設置する場合が多い。いずれの熱交換器

も熱交換効率や目詰まりの状況を確認するために温度計・圧力計、場合により流量計が必

要となる。 
 

１２）ホットウェルタンク 

（1）ホットウェルタンク（蒸気ボイラー還水槽）は、蒸気ドレン（還水）を回収しボイラー

補給水を安定的に供給するために設ける。 

（2）蒸気ドレンの戻り温度が 100℃以上の場合、ホットウェルタンクで再蒸発するため、タ

ンク内の還水で希釈するか熱交換器で冷却する。 

（3）接続上の注意としては、一般の膨張タンクとほぼ同じであるが、ホットウェルタンク内

は高温のため通気、オーバブローより湯気が発生する。このため、通気口やオーバフロー

は屋外やブロー水槽にもっていく。 

（4）タンクの底部には泥だめを設ける。 

（5）ボイラーが24時間運転で保守時に停止できない場合はホットウェルタンクを2台設置し、

切り換えて使用する。 
 

１３）膨張タンク 

（1）密閉配管系で膨張タンクがない、あるいは正常に機能しなければ、管内圧力が上昇し配

管継手や機器が破損したり、補給水により系内に酸素が入り込み、配管の腐食を起こした

りする。 

（2）また、開放式膨張タンクには、市水（水道水）系統と空調循環水とのクロスコネクショ

ン（空調系の水が、市水系に逆流すること）防止の働きももつ。この場合、タンク内部で

の吐水空間を確実にとる。 

（3）密閉式膨張タンクは設置場所を選ばず機能するため、開放式膨張タンク（開放式は配管

系の最高水位よりタンク底部を 1．5m 以上高く設置する必要がある）より自由度は高い

が、管内圧力の管理をする。 

（4）膨張タンクの容量は、配管と装置の全保有水量と・最大温度変化差より膨張量を算出し

決定する。 
 

１４）オイルタンク 

（1）オイルタンクを設置する場合、「危険物の規制に関する政令」あるいは「都道府県条例」

によりタンク室の構造、防食処置、配管施工まで規定されている。 

（2）特に危険物指定数量を超えて貯蔵する場合は許可申請となっているため、事前の関係管



庁に対する打合せをおこなう。指定数量の 1未満より 1／5以上は少量危険物の貯蔵・取

扱いの届出が必要となる。 

（3）地下タンクを除き、タンク容量の 110％以上の容量をもつ防油堤を設置する。地下タン

クの設置方法にはタンク室、直埋設、漏れ防止の 3種、タンクの種類には鋼製タンク、強

化プラスチック製二重殻タンク、鋼製二重殻タンク、鋼製強化プラスチック製二重殻タン

クの 4種がある。 

（4）地下タンクの設置方法と種類の関係 

（5）防油場内には、30cm角×15cm H以上のためますを設け、屋外では水抜き口（バルブ＋

ガソリントラップ付き）が必要となる。 

（6）空調設備で一般に使用される燃料は危険物 4 種に指定され、その指定数量を表 2-1-2 に

示す。 

（7）オイルタンクまわりの施工で考慮すべきことは、地下タンク式では上盤スラブ内には配

管を埋設しない。 

（8）埋設配管は溶接にて接続すること。埋設配管は外装被覆管（エポキシ樹脂）もしくはさ

び止め塗装の上にペトロラタムテープ＋防食テープの防食を行う。 

（9）鉄道より半径 1km 以内では、埋設配管を行わない（ピット方式）。オイルタンクの耐震

に対するフレキシブル継手（認定品）と、地盤沈下に対するフレキシブル継手の設置が必

要である。設置位置に対する指導もあるため、早めに打合せに行く。 
 

表2-1-2 危険物指定数量表 

類  別 特  徴 品    名 指定数量（L） 

4類 

引火性液体 

引火性の蒸気を

発生燃焼する．ま

た、水に溶けにく

いので消火に水

を使用できない． 

特殊引火物 507 

第1石油類（アセトン・ガソリン・その他）＊ 200 

アルコール類 400 

第2石油類（灯油・軽油・その他）＊ 1000 

第3石油類（重油・クレオソート油・その他）＊ 2000 

第4石油類 6000 

動植物油 10000 

（注）＊のうち水溶性のものについて 
上記数量の 

2倍 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

図 2-1-4 ピット式地下オイルタンクまわり（平面図） 
 

１５）オイルサービスタンク 

（1）詳細については、市町村条例による規制の確認と、所轄消防署との事前打合せをおこな

う。 

（2）オイルサービスタンクで特に注意することは、オイルタンクへの給油方法である。通常

搬送手段としては歯車ポンプが使用されるが、タンクとのサクション距離が長い場合は呼

び水（油）の注入方法を考慮する。 

（3）オイルタンクがサービスタンクより高位置の場合、給油ポンプ連動の遮断弁（サイホン

防止）を設けるが、オイルタンク部の給油管部逆止弁で密閉され、熱膨張により弁類を破

壊する場合がある。この場合は、逆止弁は設けない。 

（4）こう配だけの返油管、また返油ポンプは、試運転で給油ポンプと同時運転を行い、確実

にサービスタンクの油量が減少することを各種警報とともに確認する。 
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◆以下参考  必要に応じて．．． 
 

 

 
 

図 2-1-5 ボイラーまわり接続例 
 

 

 

 

 

 

 



 

 
図 2-1-6 ホットウェルタンク接続例 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

図 2-1-7 開放式膨張タンク接続例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


